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◇委員会での審議事項及び開催履歴

第
１
～
４
回

第1回2012年11月7日

中間とりまとめ2013年4月25日

提言2014年1月22日

2026年4月30日 第11回（今回）

◆第５～９回委員会での審議事項

○新たな更新事業の必要性

○新たな更新計画

○新たな更新計画を進めていく中で検討すべき課題

1

第
５
～
９
回

第5回2020年1月28日

中間とりまとめ2023年1月30日

第9回2024年1月12日

◆第１～４回委員会での審議事項

○高速道路の社会的役割、現状と課題

○長期保全及び更新の基本的な考え方

○大規模更新・修繕の検討、実施と課題

更新事業（先行更新）の事業化

2015年3月25日

更新事業（後行更新）の事業化

2024年3月27日

○適切な維持・管理の検討

○更新計画の継続した検討

○事業実施の振り返りを踏まえた更なる対応

◆第１０回～ 委員会での審議事項
第
10
回

～

第10回2025年4月11日



東日本高速道路株式会社

中日本高速道路株式会社

西日本高速道路株式会社

長期保全等検討委員会
更新計画の継続した検討

「高速道路区域外からの土石流対策」

令和 ８年 4月30日

資料２



◇【検討の背景】高速道路における土石流災害の発生状況［前回委員会資料］
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○高速道路に到達した土石流災害は年によってバラツキはあるものの近年、発生件数が増加傾向。

○流域面積別でみると約８割が1ha以上、渓床勾配別でみると約7割が15°以上であることが判明。
⇒近年においては、1ha未満においても災害発生事例が多くみられる傾向。

○流出土砂量別でみると約6割が1,000㎥以上、地質特性別でみると約7割が花崗岩類と火山噴出岩類であることが判明。

■高速道路における土石流災害発生件数 ■土石流災害発生個所の渓流特性
《高速道路において発生した土石流災害で記録が残っているものを集計（昭和56年～令和6年）》

約6割が
1,000㎥以上

約7割が
15°以上

約8割が
1ha以上

※

※平均渓床
勾配

H25以降12件
平成30年7月豪雨 37件含む

約7割が
花崗岩類と

火山噴出岩類



◇委員会での検討の流れ
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■測量結果の整理（土石流対象渓流抽出）

以下の条件に基づき、対象を抽出することを基本とし、土石流発生の恐れのある渓流を幅広に抽出

 土石流発生渓流の流域面積は1ha以上であることが多いことから、1ha以上の谷地形および集水地形を対象

 近年における被災事例も踏まえ、1ha未満でも土石流の履歴等のある渓流については対象

■スクリーニング①（道路区域外危険箇所抽出）

評価の観点評価項目

道路構造として、土砂を貯めるポケットを有しているか、下流に流れる構造かなど（切土、盛土、
Ｃ-Ｂox、橋梁など）を評価

高速道路横過条件①

土石流の発生頻度の高い地質（花崗岩など）を評価地質特性②

流域面積、渓床勾配等の土石流が発生し易い渓流の特徴を評価渓流特性③

土石流の移動形態（流下・堆積など）に影響する渓床勾配を評価渓床勾配条件④

■スクリーニング②（優先度）

調査対象斜面

（LP調査結果から中心片側100m区間）

測量結果の整理

土石流対象渓流

スクリーニング①

スクリーニング②

道路区域外危険箇所

優先度※

※■基本方針：整理した優先度を踏まえ、
各管理者（自治体等）とリスク認識や対
応状況を確認・協議する など

○航空レーザー測量における調査対象斜面に対し、■測量結果の整理（土石流対象渓流抽出）、 ■スクリーニング①（道路区域
外危険箇所抽出）、 ■スクリーニング② （優先度） を整理し、対応に関する■基本方針を策定

以下の評価項目の組み合わせにより道路区域外危険箇所を抽出

以下の評価の観点・評価要素により優先度を整理

 復旧性（車線数、JCT間等の対象渓流数）ならびに社会的影響（交通量）を評価要素として評価

 流入土砂量、道路構造（切土、盛土など）、これまでの被災履歴を個別に評価
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◇地質特性 影響度区分 検討案

○地質の分布状況や降雨の状況等が異なることから、一定度の地域性を考慮出来るように支社単位で発生比を算出。

・スクリーニング①における地質特性の影響度の評価閾値について案としては、次のとおり。
⇒“発生比（高速道路以外を含む被災事例数の合計の半数を上回る地質）”および“高速道路での被災履歴”を評価。

評価影響度ランク

高速道路以外を含む被災事例数の合計の半数
を上回る地質
発生比≧1.6
かつ
支社管内で高速道路での被災履歴がある

特に影響が大きい3

支社管内で高速道路での被災履歴がある
または
発生比≧1.6

影響が大きい2

1.6＞発生比＞0
かつ
支社管内で高速道路での被災履歴がない

影響がある1

発生比＝0ほとんどない0

道路区域外危険
箇所の候補

調査対象斜面

（LP調査結果から中心片側100m区間）

測量結果の整理

土石流対象渓流

スクリーニング①

スクリーニング②

優先度

☜
道路区域外危険箇所
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カテゴリー①：土石流発生リスクおよび発生時に高速道路に与える影響が比較的大きい
すべての評価項目のランクが最上位の組み合わせの渓流

カテゴリー②：土石流発生リスクおよび発生時に高速道路に与える影響が一定度存在
1ha以上：高速道路横過条件および渓流特性が最上位かつ、

他２評価項目においては上位2ランク以上の組み合わせの渓流（カテゴリー①を除く）

1ha未満：高速道路横過条件が最上位かつ、
他３評価項目においては上位2ランク以上の組み合わせの渓流（カテゴリー①を除く）

カテゴリー③：上記以外

・流域面積1ha以上（８４渓流） ・流域面積1ha未満（1７渓流）

カテゴリー②以上を道路区域外危険箇所とした場合、土石流被災事例１０１渓流中、８１渓流が対象となる。
⇒適合率 約8０％

道路区域外危険箇所 ＝ カテゴリー①＋カテゴリー②

◇《共通》詳細調査結果を踏まえた道路区域外危険箇所の整理

○スクリーニング①の評価項目①～④を踏まえたカテゴリー区分と定義
・影響度のカテゴリー①及び②を道路区域外危険箇所として整理する。

カテゴリー① 26

カテゴリー② 42

小計 68

カテゴリー③ 16

合計 84

土石流災害事例の評価項目カテゴリー区分 カテゴリー区分 土石流災害事例の評価項目

カテゴリー① 3

カテゴリー② 10

小計 13

カテゴリー③ 4

合計 17

以上の方針で、高速道路で発生した土石流災害事例のうち、発生箇所が特定可能な１０１渓流を検証
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◇優先度の整理方針

応急復旧前 応急復旧後

（参考）４車線区間における早期復旧事例

【対面通行規制イメージ図】

〇 大分道（朝倉IC～杷木IC）の４車線区間において、上り線２車線を対面通行として早期に交
通機能を確保し、災害時に効果を発揮

上り線（2車線）

上り線

下り線

調査対象斜面

（LP調査結果から中心片側100m区間）

測量結果の整理

土石流対象渓流

優先度

☜
道路区域外危険箇所

○スクリーニング②：優先度

・被災を受けた際の早期啓開を考慮して、復旧性（車線数、JCT間等の対象渓流数）の要素を評価。
・被災を受けた際の社会的影響を考慮して、交通量の要素を評価。
・さらには、これまでの被災履歴や、渓流規模、影響を受けやすい道路構造など周辺の個別の現場条件を考慮して評価。

評価要素評価の観点

・車線数（４車線以上、４車線未満）
・JCT間等の対象渓流数

復旧性

・交通量社会的影響

・流入土砂量
・道路構造
・被災履歴 など

個別評価

スクリーニング②

スクリーニング①

上り線



◇基本方針の策定

■基本方針（案）
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 土石流発生時のお客さまの安全は、事前の通行止め等により確保されることを前提とする。

 会社が行う自衛的対応とは、復旧性・社会的影響の観点から、高速道路への土砂流入を軽減さ
せることを目的とする。

 道路区域外の危険箇所については、整理した優先度を踏まえ、各管理者（自治体等）とリスク認
識や対応状況を確認・協議する。また、管理者（自治体等）による土石流対策計画がある箇所は、
自衛的対応の対象外とする。

 自衛的対応が必要と判断される場合においても、高速道路区域内での実施を原則とし、区域外
用地の追加取得は行わないものとする。

 道路区域外危険箇所においては、自衛的対応の有無にかかわらず、道路区域外危険箇所調書
（事務所毎に作成）に記載し、異常降雨時は車上確認等で継続的に現地状況を把握する。



巻末資料

（スクリーニング①における評価項目の影響度と評価の一覧）
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スクリーニング①における評価項目の影響度と評価の一覧

・流域面積1ha以上 ・流域面積1ha未満

①高速道路横過条件
ランク 影響度 評価

【盛土】ポケット容量が計画流出土砂量の50％未満

【橋梁・カルバート】ピーク流量に対する流下能力が50％未満

【切土】すべて

【盛土】ポケット容量が計画流出土砂量の50％～100％未満

【橋梁・カルバート】ピーク流量に対する流下能力が50％から100％未満

【盛土】ポケット容量が計画流出土砂量の100％～200％未満

【橋梁・カルバート】ピーク流量に対する流下能力が100％～200％未満

【盛土】ポケット容量が計画流出土砂量の200％以上

【橋梁・カルバート】ピーク流量に対する流下能力が200％以上

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

特に影響が大きい

影響が大きい

影響がある

ほとんどない

②渓床勾配条件
ランク 影響度 評価

Ⅰ 特に影響が大きい 10°以上

Ⅱ 影響が大きい 2°以上10°未満

Ⅲ ほとんどない 2°未満

③地質特性
ランク 影響度 評価

3 特に影響が大きい
高速道路以外を含む被災事例数の合計の半数を上回る地質
発生比≧1.6
かつ支社管内で高速道路での被災履歴がある

2 影響が大きい
支社管内で高速道路での被災履歴がある
または発生比≧1.6

1 影響がある
1.6＞発生比＞0
かつ支社管内で高速道路での被災履歴がない

0 ほとんどない 発生比＝0

④渓流特性
ランク 影響度 評価

最急渓床勾配30°以上

谷壁斜面に不安定な個所がある

B 影響が大きい 最急渓床勾配15°以上30°未満

C ほとんどない 最急渓床勾配15°未満

A 特に影響が大きい

参考：村上ほか(2010)：現地調査に基づく高速道路に影響を及ぼす渓流評価手法，
平成23年度土木学会年次学術講演会講演概要集，（Ⅲ‐310 pp.619-620）

出展：砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）解説に加筆

出展：平成8年度 道路防災総点検要領〔豪雨・豪雪等〕（財団法人 道路保全技術センター）

①高速道路横過条件
ランク 影響度 評価

【盛土】ポケット容量が計画流出土砂量の50％未満

【橋梁・カルバート】ピーク流量に対する流下能力が50％未満

【切土】すべて

【盛土】ポケット容量が計画流出土砂量の50％～100％未満

【橋梁・カルバート】ピーク流量に対する流下能力が50％から100％未満

【盛土】ポケット容量が計画流出土砂量の100％～200％未満

【橋梁・カルバート】ピーク流量に対する流下能力が100％～200％未満

【盛土】ポケット容量が計画流出土砂量の200％以上

【橋梁・カルバート】ピーク流量に対する流下能力が200％以上

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

特に影響が大きい

影響が大きい

影響がある

ほとんどない

④斜面特性
ランク 影響度 30°以上の面積率：X（％）

A 特に影響が大きい 60≦X

B 影響が大きい 20≦X＜60

C ほとんどない X＜20

②地質特性（各地質毎に発生比を算出）

③渓流特性

縦軸：平均渓床勾配 横軸：最急渓床勾配

A 特に影響が大きい 35°以上

25°以上35°未満

25°以上

25°未満

15°未満 -

評価範囲

B

C ほとんどない

影響が大きい

ランク 影響度

30°以上

15°以上30°未満

参考：村上ほか(2010)：現地調査に基づく高速道路に影響を及ぼす渓流評価手法
【平成23年度土木学会年次学術講演会講演概要集，（Ⅲ‐310 pp.619-620）】

参考：中村ほか（2022）：レーザープロファイラーデータを活用した高速道路に影響を与える渓流の傾向分析
【令和4年度 地盤と建設 】

参考：中村ほか（2022）：レーザープロファイラーデータを活用した高速道路に影響を与える渓流の傾向分析
【令和4年度 地盤と建設 】

ランク 影響度 評価

3 特に影響が大きい
高速道路以外を含む被災事例数の合計の半数を上回る地質
発生比≧1.6
かつ支社管内で高速道路での被災履歴がある

2 影響が大きい
支社管内で高速道路での被災履歴がある
または発生比≧1.6

1 影響がある
1.6＞発生比＞0
かつ支社管内で高速道路での被災履歴がない

0 ほとんどない 発生比＝0



更新計画の継続した検討
「鋼橋の腐食への対応」

東日本高速道路株式会社

中日本高速道路株式会社

西日本高速道路株式会社

令和８年４月３０日

資料３
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１．対象構造物の選定フロー（案）

○凍結防止剤の影響に対して防食性の措置が限定的であった鋼橋について、防食性の向上対策を実
施する。

〇腐食により減厚が生じている場合は、耐荷性の回復を併せて実施する。

【大規模修繕】※2

・防食性の向上（塗替塗装・補修塗装等）
・耐荷性の回復（当板補修等）
・維持管理性の向上（検査路等）

腐食による
減厚の有無※1

防食性の措置が
限定的な鋼橋

【大規模修繕】※2

・防食性の向上（塗替塗装・補修塗装等）
・維持管理性の向上（検査路等）

・定期点検等

■塗装橋
・H21年以前で防食性の低い塗
装（A塗装系等）であった橋梁
・H4～H21年で塗替え塗装（素
地調整程度3種等）した橋梁

■耐候性鋼橋
・H17年以前に新設された耐候
性鋼橋（凍結防止剤・架橋位置
の地形的な影響の考慮無し）

無

有該当（措置が不足）

非該当（措置が十分）

※2：伸縮装置や排水管の漏水対策は予防保全対策として併せて実施する。
※1：減厚の程度は、耐荷力への影響を考慮して、部位毎に設定する。
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２．構造形式ごとの部位別の変状傾向

〇トラス・アーチ橋では格点部・下弦材で、桁橋では桁端部で腐食による減厚が多く生じている。

〇腐食による減厚が生じやすい部位では、塗替塗装後の早期劣化も生じやすい。

中央自動車道 漆沢川橋
1974年 新設塗装（旧A系）
1984年 塗替塗装
2000年 塗替塗装（2回目）
2008年 早期劣化を確認
2021年 付着塩分量調査

■早期劣化の事例
中央自動車道 阿智川橋

1968年 新設塗装（旧A系）
1990年 塗替塗装
2002年 塗替塗装（2回目）
2009年 早期劣化を確認
2009年 付着塩分量調査

10年未満で
早期劣化

（格点部で顕著）

10年未満で早期劣化
（桁端部で顕著）

■点検データの分析
（中央道東京支社管内）
断面減少・断面欠損の変状数

橋軸方向mあたり変状数

※端部は桁端から2mの範囲と仮定

■早期劣化の事例■点検データの分析
（中央道東京支社管内）
断面減少・断面欠損の変状数

◆トラス・アーチ橋の変状分析 ◆桁橋の変状分析

表面の
付着塩分量

部材

890mg/m2トラス部下弦材

363mg/m2鈑桁部ウェブ

表面の
付着塩分量

部材

200mg/m2以上中桁下フランジ

200mg/m2以上外桁ウェブ

部位 変状数 割合
格点部 222 22.4%
主桁 10 1.0%
下弦材 190 19.1%
横桁 15 1.5%
対傾構 77 7.8%
垂直材 24 2.4%
縦桁 185 18.6%
アーチリブ 36 3.6%
斜材 68 6.8%
横構 118 11.9%
上弦材 29 2.9%
主構 5 0.5%
補強桁 14 1.4%
総計 993

部位 変状数 割合
主桁（一般部） 677 49.8%
主桁（端部） 514 37.8%
横桁 32 2.4%
横桁（端部） 25 1.8%
対傾構・横構 39 2.9%
対傾構・横構（端部） 47 3.5%
縦桁 11 0.8%
縦桁（端部） 7 0.5%
その他 8 0.6%
総計 1,360

部位 総延長m ｍあたり変状数
主桁（一般部） 39,396 0.02
主桁（端部） 2,032 0.25

格点部の変状例

主桁（一般部）
の変状例

下弦材の変状例 縦桁の変状例



◆トラス・アーチ橋の点検
■検査路（網羅されていない）

◆桁橋桁端部の点検
■主桁とパラペットが近接し狭隘

■橋梁点検車の活用

■検査路（障害物が多い）

■ロープアクセスの活用

■部材交差や各種装置があり視線が遮蔽
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３．構造形式ごとの点検困難部位

〇トラス・アーチ橋は、点検者の導線が限られる場合が多く点検困難。

〇桁橋の桁端部は、狭隘で視線が遮られる場合が多く点検困難。

〇点検困難部位では、発錆してから確認・補修されるまでに期間が長くなる可能性がある。

〇腐食部は健全部よりも塩分が蓄積しやすく、更に厳しい腐食環境となる。
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４．構造形式ごとの変状が橋の性能に与える影響

○トラス・アーチ橋は冗長性が低く、ある部材の破断の影響が他の部材に連鎖する。

〇桁橋の桁端部における腐食による減厚は橋の耐荷性への影響が大きい。

◆トラス橋における冗長性評価（リダンダンシー解析）の例

◆桁橋（単純非合成4主I桁橋）端部における鉛直方向の耐荷性の検討例※1）

※出典1）
有村健太郎, 有山大地, 船越博行, 山口隆司：桁端部に腐食劣化の生じた鋼I桁橋の耐荷性能評価に関する解析的検討，土木学会論文集A1（構造・地震工学），Vol.73，No.1 ，232-247，2017

：設計荷重時の引張部材
：設計荷重時の圧縮部材

下弦材④

※下弦材④が破断した場合

：部材破断想定箇所
：部材終局となる箇所主構

（左側）

主構
（右側）

ある部材が終局に至ると、
他の部材が連鎖的に終局に至る

※灰色は
塑性域

着目桁が最も厳しくなる位置でB活荷重
を載荷（図はG2桁が着目桁の場合）

１主桁でも重大な腐食減厚がある場合、
支点部としての最大耐力が大幅に低下

縦軸：設計荷重に対する
載荷荷重の倍率

横軸：着目桁の鉛直変位

着目桁

桁下部が健全
もしくは 50%減厚

健
全

G1
腐
食
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５．対策の優先順位と対象部位（案）

○トラス・アーチ橋は冗長性が低い構造形式であり、橋全体の点検がしにくいことから、すべての部位に
ついて優先的に対策を実施。

〇桁橋は桁端部で早期劣化・腐食進行のリスクが高く、桁端部は点検がしにくく耐荷性への影響も大き
いことから、優先する部位として対策を実施。

〇上記の部位の内、既に腐食が生じているものは進行の加速が懸念されるため優先して実施。

優先順位①

冗長性が低く、点検
がしにくい構造形式
の橋において、既に
腐食減厚が確認され
ているすべての部材

優先順位②

冗長性が低く、
点検がしにくい構
造形式の橋におけ
るすべての部位

優先順位④
その他の部位

◆対策の優先順位（案）

優先順位②

既に腐食減厚が確認
されている、耐荷性へ
の寄与が大きい部位

優先順位③

耐荷性への寄与
が大きい部位

格点部下弦材

下弦材角溶接部

（塗装橋） （耐候性鋼橋）
桁橋桁端部

腐食減厚が生じやすい部位の例

ト
ラ
ス
・
ア
ー
チ
橋

の
各
部
位
等

桁
橋
の
各
部
位
等

既に腐食減厚が確認 腐食減厚は未確認



暴露経過年数試験片仕様

３０２０１０５１塗分け素地調整
事前暴露
（1年半）

13年目
で終了

一般
塗装系
（素地調整
程度3種
塗替a
塗装系）

20年目
で終了

薄膜
重防食
塗装系
（素地調整
程度3種
塗替i
塗装系）

35年
経過
継続中

重防食
塗装系
（素地調整
程度1種
塗替c
塗装系）
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６．対策工（塗装橋の防食性・耐久性の向上）

〇防食性・耐久性の高い重防食塗装（素地調整程度１種の塗替ｃ塗装系）に塗り替える。

◆塗替塗装系の耐久性比較（北陸海岸部での暴露試験） ◆実橋実績
〇一般塗装系
中央道 漆沢川橋（8年経過）

〇重防食塗装系
西湘BP 漣橋（3年・25年経過）

重防食塗装系は腐食が生じても腐食範囲の広がりが抑制される、暴露試験と実橋実績の傾向もおおむね一致

塗替
a塗装系
下塗～上塗

塗替
i塗装系
下塗～上塗

新設
一般
塗装系

（旧A塗装系）

新設
薄膜重防食
塗装系
（I塗装系）

塗装なし
（発錆）

塗替
i塗装系

防食下地～上塗

程度4種
（面粗し）

清掃のみ

清掃のみ

程度4種
（面粗し）

程度3種
（塗膜除去）

程度3種
（除錆）

程度3種
（除錆）

塗装なし
（発錆）

新設
重防食
塗装系
（C塗装系）

塗装なし
（発錆）

程度4種
（面粗し）

程度1種
（除錆）

塗替
c塗装系

防食下地～上塗

塗替
c塗装系
下塗～上塗
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６．対策工（耐候性鋼橋の防食性・耐久性の向上）

〇防食性・耐久性の高い重防食塗装（素地調整程度１種の塗替ｃ塗装系）に防食方法を変更する。

〇腐食が進行しやすく点検がしにくい部位は、下塗りの増塗り等により防食性を更に強化する。

補修前（桁端部の腐食） 素地調整後 防食仕様の変更（塗装）
◆標準的な対策方法（素地調整工） ◆新技術の活用（素地調整工）

チッピング（粗さび落とし）

水洗い

ブラスト（1種素地調整）

施工面確認（塩分測定等）

素地調整完了

規定値OK
規定値NG

チッピング

ブラスト

AWT（Abrasive Water-jet Treatment）工法2)，3)

超高圧水に研削材を混入して噴射する素地調施工法
硬質な異常さびを効果的に除去可能

⇒新技術も活用しながら効率的に補修を実施

・・・

※出典2）S. H. Park, S. Kainuma, M. Yang, A. Kim, T. Ikeda, Y. Toyota and T. Arakawa : Advancements in Abrasive Water-Jet Treatment for Efficient Surface Cleaning and Comprehensive  
Corrosion Removal   in Steel Structures, Journal of Building Engineering, Vol.84, 108623d, 2024.
※出典3） S.Kainuma：Abrasive Water-jet Treatment (AWT) - New Surface Preparation Technology for High-speed, Extreme Removal of Salts and Corrosion Products from Severely-
corroded  Steel Structures，STEEL CONSTRUCTION TODAY & TOMORROW，The Japan Iron and Steel Federation，Japanese Society of Steel Construction，No.68，2023．



8

６．対策工（耐荷性の回復・維持管理性の向上）

〇耐荷性の回復を目的とした対策としては当て板補修を標準とする。施工性を鑑みて炭素繊維貼付
工法を選択する。

〇当て板補修や炭素繊維貼付が実施困難、あるいは著しく不経済となる部位は部材取替を検討する。

〇維持管理性を向上させる対策を併せて実施する。

◆当て板による補修

◆炭素繊維シートによる補修 ◆検査路の増設（維持管理性の向上）

◆部材取替

部材取替箇所



9

７．対策工実施時の配慮事項（塗装橋・耐候性鋼橋共通）

〇変状傾向から著しい腐食が生じやすい部位については、更なる防食性の強化を検討する。

〇早期の再劣化や局部的な腐食を抑制させるための構造詳細を検討する。

◆更なる防食性の強化
・増塗り範囲の拡大を検討する
（トラス・アーチ橋の下弦材・格点部・縦桁）
（桁橋の桁端部・主桁ウェブ下端） など

◆素地調整困難箇所への対応
・塩分除去工法の採用を検討する
（AWT工法・パルスレーザー照射機器を用いた工法）
・高耐久な塗料の採用を検討する
（遮断性の高い塗料・耐はく離性の高い下塗り塗料）

◆構造詳細の検討（当て板補修の例）
・腐食減厚部に対し適切な除錆（除塩）・素地調整を行う。
・母材と当て板との接合面への腐食因子の侵入防止
（不陸修正・滞水対策）
・当て板角部の防食性の確保（角落とし）
・腐食減厚のない健全部で荷重伝達を確保することを標準とする。
・現有耐力に余裕がない部材など削孔・締結の順序等を検討する。

当て板母材 素地調整・不陸修正

滞水対策

角落とし

角落としの例

健全部で荷重伝達を確保

腐食減厚
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７．対策工実施時の配慮事項（耐候性鋼橋）

〇再劣化の起点となる孔食深部に対して入念な素地調整を行う。

板厚方向へ孔食が進行

二次孔食深部の残存さび（素地調整後）4）

◆耐候性鋼材における腐食の進展メカニズム

再劣化
（塗膜下腐食）

・ブラスト、水洗いの複数回繰返しによる入念な素地調整の実施
・素地調整後の孔食部での品質確認の徹底
（付着塩分量50mg/m2以下）

ブラスト 付着塩分量の測定例（Bresle法）

※出典4）キムアラン，貝沼重信，豊田雄介，榎本明博，森下弘大，矢野正憲，樋口直哉
：重度腐食した無塗装耐候性鋼部材におけるブラスト処理を用いた鋼素地調整法の検討, 防錆管理, Vol.69, No.10, pp.299-313, 2025．



先行特定更新等工事（床版更新）の振り返りを踏まえた更なる対応

東日本高速道路株式会社

中日本高速道路株式会社

西日本高速道路株式会社

令和８年４月３０日

1

資料４



１．事業の現況

• 2015年度の事業化から約10年が経過し、事業全体の着手率は約4割※1

• 一方、当初全体で約3兆円規模の事業費を計画としていたところ、物価高騰等の影響により2025年現在まで4.37兆円※2に増加（+約5割）

• 今後も引続き長期保全の観点から事業を継続していく必要があることから、効率的な事業推進が必要

２．先行特定更新事業の振り返り
※1特定更新等工事対策延長ベース ※2工事予算（N3社計）

【建設業就業者数の減少と労務費・物価の高騰】

• 建設業の就業者数は、1997年をピークに減少傾向となり、働き方改革が推進

• ウクライナの情勢悪化や円安の影響により主要材料が高騰、建設業の担い手不
足や処遇改善の影響により、労務費についても上昇

【交通量の増加と交通影響最小化の必要性】

• EC市場規模拡大や自動車保有台数の増加等により交通量が増加しており、路
上工事による渋滞損失時間も年々増加

• 渋滞の抑制等交通への影響最小化が求められているところ

【リニューアル工事の本格化】

• NEXCO各社のリニューアル工事は10年が経過した現在も事業規模が拡大

• 社会的影響を考慮すると隣接区間での大規模規制は実施困難であり、事業長
期化が余儀なくされる

事業環境の変化

今後のリニューアル工事を取り巻く環境変化

① 人口減少に伴う交通量の減少 ⇒ 大規模規制による渋滞損失の減少

② 自動運転、安全運転支援機能搭載車両等の増加 ⇒ 交通事故の減少

【当初想定していた構造物の劣化因子】

凍結防止剤散布による塩害、大型車交通による疲労 等

１０年の事業実施によって得られた知見

ライフサイクルコストの低減に向けて

床版上面または床版下面の一部に変状が発生している場合には、変状部分の

補修と床版防水工により構造物全体のライフサイクルコストの低減が見込まれる

⇒事業着手率は約4割となっており、交通への影響を緩和しながら事業を進める必
要があり、当初想定した事業スピードや事業費での完成は困難な状況

【局所的に変状が発生している床版】

• 建設時の初期不良等により部分的な

損傷に留まっている橋梁も確認

• これらの橋梁においては、床版防水

工を施工することにより変状を抑制

できることが確認され、床版の長寿

命化に繋がることを確認

３．今後の事業推進方針

• 床版防水工による構造物の変状抑制効果・長寿命化を踏まえ、変状が著しく顕在化する前の段階で実施することにより、ライフサイクルコストの最小化が見込まれる

⇒工事実施に必要な事業費の確保及びコスト縮減を前提として、大規模更新（橋梁更新）を次の２通りの事業推進方針に分け、効率的な先行特定更新事業の推進を図る

① 床版上面または床版下面全体に変状が顕在化 ⇒ 床版取替を実施

② 床版上面及び床版下面の一部に局所的に変状が発生 ⇒ 床版補修と防水工等を実施 ⇒ 10年～数十年先まで長寿命化を図る

• 今後の事業環境の変化を踏まえ、将来の交通量の減少や自動車側の機能向上に伴う規制による影響の低減が想定されることから、より効率的な事業推進が可能

• 構造物の劣化状況・高速道路ネットワーク整備状況・働き方改革等を踏まえて、事業時期を選定することで社会的影響の低減につながる 2

【概要版】先行特定更新事業の振り返りと今後の事業推進方針

【損傷の著しい床版】

• これまで考えていた劣化メカニズム（大

型車交通による疲労・凍結防止剤による

塩害）によって、床版のパネル全体に損

傷が発生している状況を確認

• 加えて全面的に変状が発生している多く

の橋梁では、滞水圧により土砂化してお

り、早急な取替が必要であることを確認
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事業環境の変化：建設業就業者数の減少と労務費・物価の高騰

〇建設業の就業者数は、1997年をピークに減少傾向な状況に加え、働き方改革の推進が行われている。また、ウ
クライナの情勢悪化や円安の影響により主要材料が高騰、建設業の担い手不足や処遇改善の影響により、労務
費についても上昇傾向
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建設業就業者数 建設技能者数

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2,300

1988 03 05 07 09 11 13 15 17 19 21 23

(時
間

）

（年）

調査産業計 製造業 建設業

23

減少傾向

■建設業就業者数の推移

～～

■建設業と他産業の労働時間の推移

～～

長時間
労働

※出典 ： 総務省「労働力調査」より

※出典 ： 厚生労働省「毎月勤務統計調査」より

出典：建設物価調査会「建設資材物価指数グラフ」 より作成
※1 ： 2015年を基準時100として示す

■公共工事設計労務単価（全国全職種平均値）の推移

■建設物価指数※1の推移
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事業環境の変化：交通量の増加と交通影響最小化の必要性

〇EC市場規模拡大や自動車保有台数の増加等により交通量が増加しており、路上工事による渋滞損失時間も
年々増加

〇工事を進めるにあたり、渋滞の抑制等交通への影響最小化が求められているところ

※出典 ： 経済産業省「令和6年度電子商取引に関する市場調査」より

■BtoC-EC市場規模の経年推移（単位：億円）

■日本における自動車保有台数の推移

※出典 ： 一般財団法人自動車検査登録情報協会 WEBサイトより
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■路上工事における渋滞損失時間（NEXCO３社計）

※出典 ：高速道路機構 ファクトブックより 5
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今後の事業環境の予測

〇人口減少や自動運転の普及により、将来の高速道路の交通状況は変化
① 人口減少に伴う交通量の減少により、大規模規制による渋滞損失の軽減が期待
② 自動運転車両※や安全運転支援機能搭載車両の増加により、交通事故の減少
※ 現状は、ACC（定速走行・車間距離制御装置）搭載車と非搭載車が混在しており渋滞損失時間の減少は見られないが、普及が進めば減少が期待

〇交通状況の変化は、高速道路の交通規制を伴う作業に大きな影響を与えるため、今後のリニューアル事業におい
ては十分に留意する必要

■都市部・地方部の人口減少

■自動運転車両（レベル5）の市場への浸透予測

6
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※出典）国勢調査、日本の将来推計人口
（国立社会保障・人口問題研究所）

出典：Victoria Transport Policy Institute, Autonomous Vehicle Implementation Prediction 
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■ACC（定速走行・車間距離制御装置）搭載車混入率の影響

※１ 石田貴志ら
都市間高速道路におけるACC機能の利用実
態把握，交通工学研究発表会講演集，
Vol.45，pp.527-534，2025．

〇2023～2024時点のACC稼働率は23～29%※1

〇渋滞先頭からの加速度はACC無し：0.47m/s2に対してACC有：0.26m/s2とACC無しが約2倍大きい※2

〇ACC混入率が70%を超えると渋滞が低減する※3

渋滞の低減は確認できない

渋滞が低減

渋滞損失時間交通流におけるACC稼働率

※２、※３ NEXCO中日本による調査
（交通工学会 第7回 JSTEシンポジウム那覇）

ACC混入率に応じて渋滞損失時間の変化を、ミクロ交通
シミュレーションを実施して調査
対象区間をACC搭載車で実道走行調査し車両挙動等の
データを取得
これに対象日・区間の交通量データを使用してコンピュー
タ上でシミュレーション
対象日 ：2025年4月17日（木）
対象区間 ：東名下り線横浜町田IC～綾瀬スマートIC



撤去床版の状況（全体に変状が進展している事例）

○撤去を行った床版では、大型車や凍結防止剤の影響により、床版全体に変状が顕在化している状況が確認

⇒凍結防止剤に伴う塩害によって床版上面の広範囲に変
状が発生するのが特徴

土砂化、鉄筋腐食による断面減少が発生

■大型車交通の影響が大きい路線
東名阪道 弥富高架橋：10ｔ換算軸数3,000万軸以上

（交通量５万台/日程度）

■凍結防止剤の影響が大きい路線
長野道 鎖川橋：凍結防止剤散布量1000ｔ/ｋｍ程度

≪床版切断面≫

≪床版上面≫ ≪床版下面≫

エフロレッセンスを伴うひび割れ

土砂化が著しい箇所では鉄筋腐食、水平ひび割れに加えて、上面から下
面に繋がるひび割れが進展（鉄筋位置の塩化物イオン濃度7.06㎏/㎥）

≪床版切断面≫

≪床版下面≫

二方向に拡がるエフロレッセンスを伴うひび割れ

上面において土砂化が発生

⇒大型車交通による疲労によって、床版下面のパネル
全体に疲労ひび割れが発生するのが特徴 7

②事業の振り返りと新たな知見




